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1 はじめに

現在、特許庁から多くの大学に、知的財産に関する専

門人材として審査官・審判官が派遣されている。

筆者は、国立大学が法人化された 2004 年当時、特

許庁の大学の知財活動を支援する部署（大学等支援室）

に在籍していた。同部署では、大学組織内に知的財産管

理体制を構築するため、知財実務能力や経験が豊富な人

材をアドバイザーとして大学に派遣する施策や各種の大

学支援策を展開していた。（1）

その後、大学と関わる仕事から離れる事となったが、

今回、大学の知財活動を直接的に支援する機会を頂き、

2017 年 8 月から 2019 年の 6 月末までの約 2 年間、

国立大学法人東北大学の産学連携機構企画室において産

学連携に係る様々な実務を担当した。

この期間に筆者が産学連携業務で経験した内容を本稿

において報告することで、現在、大学等で産学連携業務

を担当されている実務者に少しでも参考になれば幸いで

ある。

2 東北大学の産学連携の歴史

東北大学は、2017 年 6 月に我が国最初の指定国立

大学法人の 3 大学の一つとして指定されたことを受け、

現在、「創造と変革を先導する大学」への進化を図るた

めの教育、研究および社会連携活動を強化に取り組んで

いる。そのベースとなるのは、1907 年（明治 40 年）

の建学以来、「研究第一」、「門戸開放」、「実学尊重」の

理念を掲げ、優れた人材の輩出、優れた研究成果を生み

出してきた総合大学の歴史と伝統にある。ここでは、本

学の産学連携の歴史と伝統を紹介し、後述する筆者の特

許庁での審査実務経験をベースとした産学連携支援業務

の紹介へと繋げていく。

本学の産学連携の歴史を語る上での起点は、金属材

料研究所の所長、第 6 代総長を務められた本多光太郎

先生の研究成果である KS 磁石鋼 ( 特許第 32234 号 )

にあるといえる。本研究成果は、特許庁において公表さ

れている日本十大発明（2）の一つとしても知られており、

当時の焼入硬化型の永久磁石鋼としては最強の抗磁力を

有し、鉄鋼の世界的権威として知られる存在であった。

また、東北特殊鋼（1937 年）、東洋刃物（1925 年）、

東北金属工業（1938 年、現トーキン）といった地域

企業との産学連携を推進し、地域の経済振興のみならず、

我が国の戦後の復興に大きく貢献したといえる。

本田先生が残された「産業は学問の道場なり」、「今日

のことを今日できない者は、明日のことがまた明日でき

ないのです」といった言葉は、本学の多くの研究者に引

き継がれ、今日の産学連携の伝統を築く礎として今も生

きている（3）。偉大な研究者が、実直に研究に向き合い、

常に努力を重ねていたことが想像され、筆者の仕事に対

する向き合い方にも大きな影響を与えている。

また、1922 年に、世界的物理学者のアインシュタ

イン氏が来日した際、東北大学の研究施設を見学した同

氏は、「やがて我々の大学と競争関係になるのは東北大

学だ」と言った逸話があり、その時の記念写真が大学に

は残っている。
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本多光太郎先生の他にも、八木秀次先生の「電波指向

方式」の発明、いわゆる「八木アンテナ」も日本の十大

発明の一つとして高い評価を得ている。

また、東芝在職中に米国でのマーケティング活動から

市場が求めているのは「安価なもの」と認識し、研究開

発に取り組まれ、携帯電話を含め我々が日常で使用する

多くの家電には不可欠といえる「フラッシュメモリー」

の発明者として著名な舛岡富士雄先生（4）や、垂直磁気

記録方式のハードディスクドライブの開発者として著名

な岩崎俊一先生（5）、高周波特性と高耐圧特性に優れた

日本発の半導体デバイスとしての静電誘導デバイスの発

明、光通信の 3 要素である半導体レーザー、集束性光

伝送路、及び、pin フォトダイオードの発明者として著

名な西澤潤一先生（6）、生体高分子の同定および構造解

析のための手法の開発で、2002 年にノーベル賞を受

賞された田中耕一先生（7）など、日本のみならず世界に

影響を与えた研究者が数多く在籍していた事は、少なか

らず、アインシュタイン氏の予言は正しかったと筆者は

理解している。　

3
東日本大震災の経験から、サステナブルな世界の
実現に貢献できる研究大学を目指す活動について

2011 年 3 月の東日本大震災では、建物・施設の損壊、

研究データや材料の損失といた大きな被害を大学も受け

ていたが、程なく「東北大学復興アクション」（8）と呼ば

れる教職員・学生が一丸となった地域の復興を後押しす

る百以上の自発的な取り組みが行われたと聞いた。また、

大震災の教訓をもとに世界の防災減災の推進に貢献でき

るよう災害科学国際研究所が創設され、その後の様々な

研究活動によって、2015 年 3 月に仙台で開催された

第三回国連防災世界会議では「仙台防災枠組」（9）が採択

され、7 つの防災達成目標に向けて各国が取り組む成果

に繋げていった。未曽有の大災害に立ち向かった大学の

芯の強さに心打たれる。

表 1　仙台防災枠組

2015 年 9 月の国連サミットでは、「持続可能な開発

目標（SDGs）」が採択され、同年 12 月には、気候変

動抑制に関する「パリ協定」が合意されている。このよ

うな未来社会の存続を考える国際的な動向の中、本学に

おいても、環境問題をはじめとして、資源枯渇、人口急増、

貧困および紛争などの深刻な諸問題を抱えた要因の一つ

は、人類の幸福実現に貢献すべき科学技術がその成果を

産業と結び付け社会に広く応用展開するにあたり、とき

として、短期的な視野のもとで当座の利益を優先したこ

とにあるとの反省の下、以下の表に示される研究テーマ

を全学横断的に推進する大学版 SDGs と言える「社会

にインパクトある研究」（10）への取組が開始された。

表 2　「社会にインパクトある研究」におけるテーマ設定

A. 持続可能環境の実現
科学技術の発展とともに世界的にエネルギー消費量
や二酸化炭素排出量が増加しています。さらに環境
破壊や資源枯渇が人類にとって未だかつてない深刻
な問題となってきていることから、持続可能環境の
創造を目指します。

B. 健康長寿社会の実現
日本は世界で最も少子高齢化が進行し、社会保障費
も大きく膨らんでいます。健康寿命を延伸しつつ、
医療費削減などにより医療格差を是正し、国際社会
に先駆けて豊かな長寿社会の創造を目指します。

C. 安全安心の実現
近年、国内外で深刻化している大規模な自然災害へ
の防災対策、社会資本であるインフラの整備充実策、
感染症の世界的流行への対策、放射性廃棄物の安全
化対策などの検討により、安全・安心な社会の構築
を目指します。

図 1　左から本多光太郎氏、アインシュタイン氏、愛知敬一氏、
日下部四郎太氏（東北大学：五十年史編纂室収集写真より）
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D. 世界から敬愛される国づくり
資源や食糧の多くを輸入に依存する日本は、科学技
術を活かした内外の産業の発展を継続する必要があ
ります。また、世界から共感される日本の思考様式・
文化を発信し、紛争など世界が抱える課題解決への
貢献も望まれます。さらに優れた科学技術の創出に
よって、世界から敬愛される国づくりを目指します。

E. しなやかで心豊かな未来創造
日本は地方の人口減少・高齢化が著しく、地方都市
の消滅が問題となっています。まずは東北地方の産
業や農業の活性化の方途を探究し、東北から始めて

「良く生きること」の適切な施策を具体的に提言し、
長寿で心に豊かな光を灯す未来の創造を目指します。

F. 生命と宇宙が拓く交感する未来へ
最小限のエネルギーを使って精緻な構造と高次な機
能を創り出す生命の秘儀に学び、「太陽系の進化学」
という視点から宇宙の理解と開拓を推し進め、生命
と宇宙が拓く交感する百年先の未来を目指します。

G. 社会の枢要に資する大学
我々が直面する社会課題の多くは、科学技術の急速
な発展が一因であることは否定できませんが、その
解決には科学技術の適切な活用が欠かせません。こ
うした状況で、教育・研究を中心に大学が行うべき
ことを熟考し、社会課題の解決を可能にする大学を
現実化し、「持続可能で心豊かな社会」の創造を目指
します。

これら各テーマについて、学内の知を結集し、「何を

実現するのか、どんなシナリオで何をするのか」を検討

し、理念・グランドデザインが策定された。また、グラン

ドデザインの遂行のため、企業、自治体、関係省庁、他大

学、研究機関、海外大学をネットワークしたエコシステム

を構築し、まずは東北エリアでの社会実装を目指し、世

界で展開できるモデルケースを形成することを目標とし

て、各テーマの研究を推進している。ここから生み出さ

れる研究成果をどのように産業界にアウトリーチしてい

くかが、産学連携機構の大きな役割の一つといえる。

4
筆者の知財コンサルタントとしての
活動について

前述したように、世界最高水準の教育研究活動の展

開が可能な実力と潜在能力が評価され、東北大学、東京

大学、京都大学の 3 大学が、2017 年 6 月に文部科学

大臣から指定国立大学法人（11）に指定された。本学は、

指定国立大学として、「人材育成」、「大学経営革新」、「研

究力強化」、「社会との連携」の 4 つの目標を掲げ、前

述した「社会にインパクトある研究」や企業との組織的

連携による産学連携の推進等、学部や研究科の壁を越え

た横断的な融合研究を推進する組織改革に取り組みなが

ら社会的課題を解決する研究を推進している。取組の一

つである「社会との連携」においては、産学連携機能を

強化するための取組として、 複数キャンパスに分散して

いる産学連携組織群を、青葉山キャンパスに集約した国

⽴⼤学最⼤規模のアンダー・ワン・ルーフ型産学共創拠

点の構築を進めており、筆者が在籍した「産学連携機構

企画室」（12）も青葉山キャンパスに拠点を構えている。

東北大学に着任して程なく、知的財産部の加藤部長と

知的財産コンサルタントの業務を立ち上げた。産学連携

機構のホームページに支援の概要を掲載し、研究者が研

究成果の特許化等で相談できるスキームとしたが、問い

合わせを待つことなく、学内で開催される研究成果の報

告会等に顔を出し、特に若手研究者とのネットワークを

広げることを意識した。

図 2　「社会にインパクトある研究」におけるグランドデザインの遂行 図 3　知財コンサルタントサービス
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また、知財コンサルタントして、以下の支援を学内の

研究者に対して展開した。

・研究成果から導き出される発明の高度化への助言
・�研究成果の事業化のための出願戦略の策定への助言
・企業のニーズにマッチした特許取得への助言
・強く、広い特許取得への助言
・他者権利調査のサポート
・�研究成果の社会実装に向けた企業とのアライアン

スのサポート（企業ニーズ・学内シーズのマッチ
ング支援活動）

このような支援の中で、特に研究者に感謝されたのは、

Japio-GPG/FX を利用して世界中の特許を網羅的に検

索し、その検索結果を特許マップとして相談を受けた研

究者に対し提供したことだ。研究者に単に特許マップを

提供するだけではなく、同様な研究を行っている発明者

の情報・研究機関・企業に関する情報を互いに共有し、

その後の研究の方向性についてのディスカッションや研

究者が既に出願、または、権利化した特許をライセンス

するための企業の絞り込み等について議論を重ねた。ま

た、研究者が新たな産学連携のパートナーを必要とした

時は、研究者の研究内容の要点を絞ったプレゼン資料を

研究者と共に作成し、企業との面談の日程調整を行って

企業担当者へ共同研究等の提案を行った。企業側が興味

を示した場合は、企業との連携の方向性について議論を

重ね、共同研究契約の締結に至ったケースや、その成果

に基づいた科学技術振興機構の海外出願支援獲得までサ

ポートを広げていった。試行錯誤の連続ではあったが、

研究者と並走する形で産学連携の経験を積み重ねること

ができ、結果として研究者も信頼を寄せてくれた。

図 4　研究者支援の一例

総務省「平成 29 年科学技術研究調査結果の概要」に

おける資料によれば、我が国の研究者の総数は 85 万人

おり、その内大学に在籍する研究者は約 33 万人。全体

の 38％を占めている。また、日本全体での研究開発費

約 18.4 兆円に対し、大学に投資される研究費は、3.6

兆円、全体の 20％が投資されているという。

日本の大学全体の発明者人口はおおよそ 20 万人お

り、大学に報告された発明届出が約 8,300 件程度、

4.2% にしかすぎない。研究投資に対する一つの成果と

して研究成果の知財化があると考えるが、大学の研究ポ

テンシャルから考えれば、決して十分とはいえない。

出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」（各年度）
出典：総務省「平成 29年 科学技術研究調査結果の概要」
（参考）米国における大学等の発明届出件数 25,825件（2016年、AUTMデータより）

図 5　理工系研究者に占める発明届出件数の割合

本学の状況を分析すれば、発明者人口はおおよそ

3,000 人程度おり、年間の発明届出は、約 400 件程度、

研究成果の知財化に関心のある研究者は、約 13% 程度

となり、全体の数字に比べれば高いものの、改善の余地

はあるといえる。若手研究者の意識改革のため、研究科

長クラスの教授に了解を取り、知財コンサルの認知度を

高めるための知財セミナーを行うなどの取組も始めた。

研究成果を知財化することで、

・競争的研究資金獲得の評価の際に、特許取得はアピー

ル材料になる事

・企業等との共同研究の立ち上げ時に、基本特許を有す

図 6　若手研究者に対する知財戦略
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る事が、企業への訴求力となり、契約においても優位

性をもって対応が可能な事

・特許出願に関わる事で、研究者自らが類似した研究の

情報にアクセスすることで、新たな研究の視点に繋が

る可能性ある事

といったメリットがある事を研究者に理解させたかっ

た。

5
大学の研究成果を知財化するための
課題について

本学では、年間 400 件程度の発明届出があり、学内

審査を経て、企業と共同で出願するものと、大学で単独

で出願するものが合計で約 300 件あり国内出願を行っ

ている。また、年間 100 件程度の PCT 出願も行って

いる。筆者も学内審査の委員として届けられた発明を大

学帰属として費用負担を行って特許出願するべきか否か

について、「特許性」・「市場性」の観点から発明を評価

していた。大学の限られた予算という制約条件の中、市

場に直結した応用研究に対する評価に比べ、将来性が予

測困難な基礎的研究の評価が難しく、本来大学帰属とし

投資すべき基礎的研究の知財化が漏れていないか常に危

惧していた。

また、大学帰属と判断し特許出願を行い、費用をかけ

て特許化したものが累計で 1,800 件程度あるが、社会

に未活用のものも多く含まれている。これら特許の維持

負担が知財の予算を圧迫し、新規の特許出願のすそ野を

広げることができないという矛盾も抱えている。この課

題に対応するべく、少数精鋭の知財部員が特許化した研

究の市場性を再検討し、棚卸すべき特許がないかどうか

を確認する困難な作業を開始した。棚卸するためには、

発明者である研究者の理解も必要となり、非常に神経を

使う困難な作業だ。このような取り組みにより、基礎的

研究を知財化するための費用を捻出するのが狙いだ。

6
企業との組織的連携に基づく産学連
携の取組について

東北大学の産学連携機構は、以下の図に示す組織的

連携型のモデルにより、学内の組織横断的な体制を組ん

で、企業と大学が一体となって企業ニーズを踏まえた研

究テーマの探索とマネジメントを進めている。

図 8　東北大学における組織的連携型のモデル

この連携型モデルでは、企業と大学の双方から研究マ

ネジメント担当責任者と事務局からなる運営委員会を設

置している。筆者も事務局として参画し、企業から示さ

れるニーズを分析し、企業ニーズに対応できる学内研究

者をリストアップして企業側に提示するなどの業務を担

当した。

大学と企業との組織的連携は多様なスタイルで進めら

れており、その一例を以下に示す。

・�企業の経営戦略構築に向けたロードマップづくり
からスタートして、課題設定を行いそれらの解決
のための共同研究へ繋げる。

・�これまで進めてきた共同研究を軸として、幅を広
げる。

・それぞれの事業戦略に整合したテーマ設定をする。

このように様々な形態があり、筆者も多様なスタイル

の産学連携に関わることができた。

図 7　東北大学における特許出願件数等
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7
未来のイノベーションを見据えた野
心的な産学連携への挑戦

現在、東北大学の青葉山キャンパスにおいては、

2023 年の完成を目指して、次世代放射光施設（13）の

建設が行われている。建設中の次世代放射光施設は、周

長 354m、エミッタンス 0.93nmrad、加速エネルギー

3GeV の性能を有し、国内既存の軟 X 線向け放射光施

設の 100 倍の光源性能により、ナノスケールで物質の

機能を可視化することが可能な巨大な顕微鏡と言われて

いる。

図 9　次世代放射光施設

放射光施設は、「学術研究のための大型施設」という

評価をされる向きもあったが、兵庫県の播磨にある放射

光施設 SPring‒8 での「人工光合成の実現のカギを握

る植物の光合成反応の触媒の構造解明の研究」、「IGZO

における携帯端末ディスプレイの省エネ化の研究」、「エ

コタイヤの開発」、「燃料電池の開発」、「リチウムイオン

電池の開発」といった成果により、放射光施設を利用し

た高度な分析に支えられるイノベーション創出に大きな

期待が寄せられている。青葉山キャンパスに建設される

次世代放射光施設では、SPring‒8 で成果を上げた産学

連携コンソーシアムの形態である「コウリション・コン

セプト」が展開される。この仕組みは、学術メンバーに

よる基礎研究や先端計測技術の開発成果をコンソーシア

ム全体で共有する一方、各企業による新製品開発では大

学研究者と 1 対 1 のチームを形成し、コンソーシアム

内で切磋琢磨する仕組みである。

図 10　コウリション（Coalition：有志連合）プロジェクト

東北大学は、この次世代放射光施設の整備を契機に、

青葉山キャンパスに民間企業を集積したサイエンスパー

クを構築し、我が国最大の規模のリサーチコンプレック

スを形成する。東北地域のみならず、我が国の科学技術

イノベーションを牽引していくことが大きな目標であ

る。

8 おわりに

筆者の約 2 年間の東北大学における産学連携に関す

る業務は、試行錯誤を繰り返す中で、多くの大学関係者

の支援に支えられた。特に、筆者の所属した企画室の佐

藤室長、森先生、知財部の加藤部長および知財部員の皆

様、産学連携課の皆様、企業等との連携について議論を

重ねた学内研究者の皆様、特許マップを作製する際に技

術的支援を頂いた Japio 調査研究部の皆様にこの場を

借りて御礼申し上げます。
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